
 

 
 

平成 18 年 12 月 14 日 

各      位 

会 社 名  ＳＴＥＩＬＡＲ Ｃ．Ｋ．Ｍ株式会社 

代表者名  代表取締役 橋 本  勝 司 

（コード２６７３） 

問合せ先  

取締役人事・総務部門担当  野口 正己 

電話 03－5326－8880 

「平成１９年３月期 中間決算短信（連結）」の一部訂正に関するお知らせ 

 平成 18 年 11 月 17 日付けで発表いたしました「平成１９年３月期 中間決算短信（連結）」の記載

内容について、一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所には下線

が付してあります。 

記 

 
１．「４．中間連結財務諸表等 注記事項（中間連結貸借対照表関係）」 （３１ページ） 

＜訂正前「誤」＞ 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額        63,507千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額       117,699千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額        57,961千円 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

長期借入金（1年内返済予定額

を含む）728,375千円に対して、

下記の資産を担保に提供してお

ります。 

長期借入金（1年内返済予定額

を含む）438,250千円に対して、

下記の資産を担保に提供してお

ります。 

 長期借入金（1年内返済予定額

を含む）451,000千円に対して、

下記の資産を担保に提供してお

ります。 
  
建物 455,440千円

土地 400,162千円
  

  
たな卸資産 

（販売用不動産） 
547,589千円

  

  
たな卸資産 

（販売用不動産） 
552,798千円

  
 



 

＜訂正後「正」＞ 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額        63,507千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額       117,699千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額        57,961千円 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

長期借入金（1年内返済予定額

を含む）728,375千円に対して、

下記の資産を担保に提供してお

ります。 

長期借入金（1年内返済予定額

を含む）938,250千円に対して、

下記の資産を担保に提供してお

ります。 

 長期借入金（1年内返済予定額

を含む）451,000千円に対して、

下記の資産を担保に提供してお

ります。 
  
建物 455,440千円

土地 400,162千円
  

  
たな卸資産 

（販売用不動産） 
547,589千円

建物 496,936千円

土地 161,507千円
  

  
たな卸資産 

（販売用不動産） 
552,798千円

  

 

２．「４．中間連結財務諸表等 注記事項（１株当たり情報）」（４３ページ） 
＜訂正前「誤」＞ 

 前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

普通株式増加数（千株） 51 － 56 

（うちストックオプショ

ン（自己株式取得方式）） 
(51) － (56) 

（うちストックオプショ

ン（新株予約権方式）） 
－ － (0) 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株

予約権の数 30個） 

 

新株予約権１種類（新株

予約権の数 65個） 

 

該当なし 

 



 

＜訂正後「正」＞ 
 前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

普通株式増加数（千株） 51 － 56 

（うちストックオプショ

ン（自己株式取得方式）） 
(51) － (56) 

（うちストックオプショ

ン（新株予約権方式）） 
－ － (0) 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株

予約権の数 30個） 

 

平成13年６月22日定時株

主総会決議による自己株

式取得方式のストック・

オプション（株式の数

146,000株）及び新株予約

権１種類（新株予約権の

数 95個） 

 

該当なし 

 

 

 
以   上 


